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《要 旨》
内閣法制局は,各 省庁が起草す る法案,政 令案や条約案が憲法をはじ
めとする既存の法体系に反 しないかを審査する内閣の一機関である。い
かなる法案や政策 もここの了解なしには閣議に持ち出せない。本来,内
閣法制局は法制面の技術的専門機関であるはずである。 しか し,同 局は
それが審査の際に強調する論理一貫性 と 「事前規制」の哲学をてこにし
て,結 果的に政策判断にまで踏み込んでいるのではないか。そ して,国
民の代表者たちによる政策選択の幅を狭めているのではないか。 これ ら
の点を検討する。
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は じ め に(1)
国民の信任を得た代表者が有権者の意思を正確に政策として実現していく。
これが民主的政策形成の理想的なあり方 とすれば,そ の機能不全とは,代 表
者の政策目標がなんらかの制度的障害によって,十 分達成 されていない状況
を指すといえようqそ して,ほ とん どの政策は法律の形式をとることによっ
て,は じめてその実現が担保される。いかに立派なマニフェス トであっても,
法的表現へと変換されない限 り,そ れは絵に描いた餅 にすぎない。.
実はこの変換過程に,国 民の代表者の政策志向にくちば しを入れる装置が
わが国には制度的に組み込まれている。すなわち,本 稿でとりあげる内閣法
制局である(2)。
議院内閣制をとるわが国において,成 立する法案の多 くは各省庁が立案 し
閣議決定を経て国会に提出される内閣提出法案である(3)。これらの法案は閣
議決定に至る前に,憲 法以下,既 存の法体系 と合致 しているかどうかの審査
に付される。内閣法制局とは,そ の作業を専門に行 う機関である。
たとえば,第156回 通常国会(2003年1月20日 ～7月28日)に 新たに提
出された内閣提出法案121件(う ち成立は118件)は すべて,内 閣法制局が
審査 し 「国会に提出してよいと認める」 と判断 したものである。 この役所は
また,憲 法や法律の解釈を行政府内で確定する役割 も担っている。
内閣制度発足の翌 日にあたる1885年12月23日 に設置された 「由緒ある」
内閣法制局(当 時の名称は 「法制局」)で あるが,そ の定員は現在でもわず
か77名 にすぎない。なかでも,憲 法 ・法律の解釈や法案 などの審査に責任
をもつ 「参事官」 とよばれる職員は,併 任者を除いて26名 である。 同局 は
「黒子」(工 藤敦夫元内閣法制局長官)だ という自覚 もうなずける。
だが一方,内 閣法制局をめぐっては,法 案を起草する官僚たちか らは 「関
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門」 と敬遠 され,政 治家 たちか らは 「お役所 としては ちょっと暦越だと思 う」
(小 沢一郎衆 院議 員/1997年10月13日・衆院予算委員会 での発言)と い わ
れて いる。 さ らに,ジ ャーナ リス トの櫻井 よ しこは この役 所 につ いて,「 国
民の信任 を得 たわけで もない人 た ちが,ど う して国民 の代 表 にNOと いえ
るのか。 法制局の役人 の もつ権 限 こそが,ま さに違憲 なのです」 と憤 るω。
以 下では,内 閣法制局 による法案審査過程 に注 目して,わ が国の政策形成
過程の機能不全の一断面 を検討 してい くことにす る。 とりわけPKO協 力 法
案の審査過程(1991年)を 素 材に して,同 局 が法案 づ く りに及 ぼす 影響 力
の多寡を明 らか に した い。
*歴 史的記述における肩書きはいずれも当時のものである。また,原 則として敬称
はすべて省略 した。
1.内 閣法制局による法案審査 とは
(1)予 備審査の進め方
【法案審査のポイン ト】
内閣法制局設置法によれば,内 閣法制局は内閣に置かれ(第1条),そ の
所掌事務は 「閣議に附される法律案,政 令案及び条約案を審査 し,こ れに意
見を附し,及 び所要の修正を加えて,内 閣に上申すること」(第3条 第1号),
「法律問題に関 し内閣並びに内閣総理大臣及び各省大臣に対 し意見 を述べ る
ごと」(同 第3号)な どである。
前者は審査事務,後 者は意見事務 とよばれ,こ れ ら二つが内閣法制局の
「中核ともいうべき重要な仕事」である。後者について一言すれば,設 置法
のこの規定を根拠にして,内 閣法制局は憲法や法律の解釈を行政府内で専権
的に行 っている。すなわち,行 政府内での有権解釈権を事実上握 っているの
である。 これについては,た とえば憲法9条 か らわが国の集団的自衛権行使
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不可を導 き出 した内閣法制局の見解⑤が,こ んにちかまびすしい政治的議論
をよんでいる(F)。
さて,内 閣提出法案の起案か ら国会提出までの流れは,資 料1の とお りで
ある。正式には,内 閣法制局の法案審査は,閣 議講義 された法案が内閣官房
から内閣法制局へ送付されてか ら(b),は じめられることになっている。
しかし,実 際には各省庁の立案作業中に,そ の担当者が内閣法制局の審査
担当参事官に非公式に法律的意見を打診 して くることが多い。 また各省折衝
で内容が固まったものについては,予 備審査(下 審査)と いう方式で実質的
な審査が行われている(a)。 いい換えれば,閣 議請議された法案 は,す で
に予備審査によって内閣法制局から内々の承諾を得た ものなのである。
内閣法制局によれば,法 案審査は以下の四つの基準を中心に行われる。す
なわち,
① 憲法や他の現行の法制 との関係,立 法内容の法的妥当性
② 立案の意図が,法 文の上に正確 に表現されているか
(資料1)内 閣提出法案の作成過程
閣 議(決 定)
事務次官等会議
(回付)
内閣法制局(審 査)内 閣 官 房
a(予 備審査)
○ ○ 省
(送付)
b(閣 議誰誰) 与 党
(法案の原案作成)(意 見調整)
諮問 答申 関 係 各 省
審 議 会
出典:内 閣法 制局のホームページ(http=〃www.clb.go.jp/)「 法 律ができ るまで」
を参照。
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③ 条文の表現及び配列等の構成は適当であるか
④ 用字 ・用語について誤 りはないか
これ らにとどまらず,「 法律的,技 術的にあらゆる角度か ら検討する」 と
いうの。その対象は,法 案の本則の条文はもちろんのこと,法 案の題名,目
次,附 則,さ らには法案に付ける提案理由にまで及ぶ。そこでは,「 又は」
と 「若 しくは」,「並びに」と 「及び」の使い分けまで精査される。内閣法制
局には 「法令整備会議」が設けられ,言 葉づかいのルールに常に気を配 って
いる。
その結果,「極端な場合には題名と附則という字だけ残 ったというような例
もあるくらい,実 に詳細に検討いたしまして,法 案としての完ぺきを期 してお
ります。」(吉 国一郎内閣法制局長官/衆 院文教委員会 ・1973年6月27日)
【内閣法制局参事官とは】
法案審査に携わる参事官は,す べてキャリア組で他省庁からの出向者によっ
て占め られている。「法制局の仕事はある程度の行政経験が求められ」 ると
の理由から,内 閣法制局では一貫 して参事官採用は出向者に依っている⑧。
現在の参事官でいえば,ほ ぼ80年 代前半の入省で,20年 ちかい行政経験を
積んだ者が出向 してきている。
ただ,「 かなりの法律的な素養がある方 に来ていただいている」(津野修前
内閣法制局長官/2003年5月15日 ・衆院憲法調査会統治機構のあ り方 に関
する調査小委員会での発言)と いって も,最 初は法案審査については素人同
然である。そのため,参 事官としての任期は基本的に5年 間となっており,
通常の2年 程度というキ ャリア組の異動のサイクルからすれば非常に長い。
この間の 「オ ン・ザ ・ジョブ ・トレーニング」によって,3年 でようや く一
人前の参事官になるという。そして,任 期が終わればひとかどの法曹 として.
認められ,弁 護士資格を得る(9)。
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参事官のほか,「つけ馬」と俗称されるやはりキャリア組で他省庁か らの
出向者の参事官補,ノ ンキャリ組でプロパーの事務官が審査を補佐する。
【読会方式】
法案の予備審査は,審 査担当参事官と立案省庁の担当者と間で質疑応答,
討議を何度 も繰 り返す形で進められる。 このや り方での各段階を読会とよん
でいる。すなわち,「そもそもどうしてこの法律が必要なのか」からはじまっ
て,法 案の骨子 ・大綱→条文の配列などの構成→個々の条文と,読 会が進む
に従って細部を詰めていく。
ひとたび法律ができれば国民の権利,義 務に影響を及ぼすことになるため,
新たな法律をつ くるにあたって内閣法制局は慎重かつ抑制的である。ある政
策が決まってもそれを実行す るのに 「果たして法律が要るんだろうか」とい
.う参事官の問いに,立 案省庁側は十分な説明を行わなければな らない。 「わ
か りきった ことをきいてくる」 との愚痴 も聞かれる。
参事官は他省庁の課長に相当する一方,法 案審査を受ける各省庁からはた
いてい課長補佐クラスが法案の説明にやってくる。ある参事官経験者によれ
ば,「 先輩が来た場合には遠慮が出て しまい,自 由に意見を述べることがで
きないということからも,で きるだけ先輩が来 ないように して もらってい
る」⑩ とのことである。
内閣法制局がその法案の必要性を認めれば,具 体的な条文が吟味されてい
く。立案省庁側はその法案の条文をワープロ印刷 したものを事前 に内閣法制
局に届け,そ れを参事官 らが読会の前に検討,詳 細に添削する。読会はその
書 き込みだ らけとなった法案がたたき台となる(資 料2)。
読会のペースは法案の条文の構成や,抱 える法律的問題の多寡を考慮の上,
閣議決定予定 日をにらんで決められる。たとえば,テ ロ対策特別措置法の場
合,2001年9月19日 にいわゆる同時多発テロについてのわが国の当面の対
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応措置7項 目が発表されてから,約2週 間後の10月5日 には もう同法案が
閣議決定されている。その予備審査記録によれば,同 法案を主管 した内閣官
房は9月25日 から2日 に1回 のペースで,内 閣法制局の指示 に従 い法案を
書き改めたものを作成 し,そ の最終案 は10月2日 午後6時 に確定 してい
る(11)。
一方で,通 常国会には各回次100件 前後の内閣提出法案がかけられる。そ
のため,通 常国会の会期直前から会期中の前半にかけて,つ まり1月 か ら3
月まで,内 閣法制局は 「集中豪雨的に」仕事をこなす ことになる。例年,予
算関係法案の閣議決定期限は2月 上旬,非 予算関係法案のそれは3月 上旬に
(資料3)法 案審査のカレンダー
6月 ころ 次年度予算の概算要求の作業開始
↓ 法案の検討スター ト
8月末 概算要求書を財務省へ提出
↓ 予算関係法案の賑 を内閣法制局へ送付
9月20日 次期通常国会提出予定法案の件名 ・要旨を内閣参事宮室へ
↓ 拙 ブ内閣法制局へ送付
12月 末 予算案閣議決定→提出予定法案がほぼ確定
↓
1月上旬 法律案提出時期等調を内閣参事宮室へ提出→文書課長等会
↓ 議●内閣法制局の予構 査が本格化
1月20日 ごろ 通常国会召集 ・予算案の国会提出
↓
2月 上旬 予算関係法案の閣議決定期限
↓
2月 末 内閣提出予定法律案・条約要旨調の官報掲載
↓
3月 上旬 非予算関係法案の閣議決定期限
↓
4月 予算成立とともに,法 案審議の本格化
出典:川 崎政司 「立法の常識⑳ 内閣提出法律案の立案過程(2)」『国会月報』1998年4月 号,59
頁(一 部修正)
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設 定 され るか らであ る(資 料3)。 それまでに,100件 前 後 の法案 を一 挙 に
審査 しなければな らない。
期 限があるため,深 夜 までや って も間 に合わな けれ ば,徹 夜仕事 とな る。
それゆえ,「 徹夜 の二 日や三 日や って も耐 え られ る」体 力 がな い と,参 事 官
として 「勤 ま りません」 と内閣法制局長官 は真顔 で指摘 す る(聰2)。連 日徹夜 で
き る人 求む とは,過 労死社会ニ ッポ ンの哀 しさをみる思 いがす る。
【審査資料め公開へ】
予備審査の資料は,内 閣法制局で永久保存される。具体的には,立 案省庁
が作成 した原案,各 読会ごとの修正案,そ の修正に当たっての立案省庁の意
見,審 査担当参事官の意見,審 査を行 うに当たって参考 とされた関連資料で
ある。 とりわけ,あ る参事官が膨大な資料を作成 した際には,そ の参事官が
所属 した部のなかで,そ れが参事官の名にちなんで 「○○文庫」と通称され
保存されることもある㈹。
従来,内 閣法制局の法案審査のプロセスは明らかにされてこなかった。そ
の審査資料は部外秘扱いであったためである。津野修内閣法制次長は 『産経
新聞』のインタビューに対 して,「法案 として世に出たもみがすべてであり,
その過程をオープンにすることがいいことかどうか」(同 紙1997年7月16
日)と 答えている。
しか し,「政府内ナンバーワンの権力」(五 十嵐敬喜法政大教授)と まで形
容される内閣法制局の影響力に接近するためには,審 査資料の解明が欠かせ
ない。
2001年4月 に施行された情報公開法は,中 央省庁の行政文書の原則公開
を義務づけている。当然,内 閣法制局の審査資料 もその対象となる。同法の
定める手続 きに従って,私 はテロ対策特別措置法案,総 合保養地域整備法案,
およびPKO協 力法案(1992年 法)の 予備審査記録などを入手 した。
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(2)「 事前規制」の哲 学
【違憲判決と内閣法制局】
緻密さをきわめる審査の結果,内 閣法制局が誇 りとしているのは,同 局の
審査を経て制定された法律,政 令 うちで最高裁が違憲判決を下 したものはほ
とんどない点である。
最高裁の法令違憲判決には以下のものがある。
① 尊属殺重罰規定違憲判決(1973.4.4)
→違憲とされた条文 ・刑法第200条
② 薬局距離制限事件違憲判決(1975.4.30)
→違憲とされた条文 ・薬事法第6条 第2項,第4項
③ 衆議院議員定数不均衡違憲判決(1976.4.14)
→違憲 とされた条文 ・公職選挙法別表第一および同法附則第7項,
第9項
④ 森林法共有林事件違憲判決(1987.4.22)
→違憲とされた条文 ・森林法第186条
⑤ 郵便法責任免除規定違憲判決(2002.9.11)
→違憲とされた条文 ・郵便法第68条
①は1907年4月 に施行されたもの。②は薬事法そのものは政府立法だが,
違憲 とされた第6条 第2項 と第4項 は1963年 に議員立法で追加された もの。
③は議員立法。④は1951年 に農林省によって立案 されたが,立 法府が法案
の発議を行 うべきであるとの当時の趨勢に従って,内 閣が与党に依頼 して形
式的には議員立法 として提案 された。審査 したのは衆議院法制局である。⑯
そ して⑤が施行 されたのは,1948年1月 であった。
すなわち,内 閣法制局(1962年 まで 「法制局」)が 審査 した法律で違憲判
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決が下されたものは2件 あるものの,そ れらは明治期の法律 と戦後直後の法
律である。いずれも施行後相当の年数を経過 している。
また,政 令にまで対象を広げると,1971年1月21日,最:高 裁は農地法施
行令第16条 の規定を,「法の委任の範囲を越えた無効の もの」として事実上,
違憲の判断を行っている㈹。これを含めれば,120年 ちかい歴史を誇 る内閣
法制局の審査を経て施行された法律,政 令で 「違憲」のレッテルを貼 られた
のは,わ ずかに3件 ということになる。
これは,す べての法律が議員立法に委ね られ,内 閣法制局のような機関が
設置 されていないアメリカの立法事情と比較するときわめて対照的である。
日本の法律が 「非常にシステマテ ィックで洩れがない」一方,ア メリカでは
「法体系が ぐちゃぐちゃ」でそれゆえ弁護士商売がはやるとい う。 法律間の
矛盾はむしろ当然で,同 じことをある法律では認め,別 の法律では禁 じてい
る⑯。
【「事前規制」の哲学】
内閣法制局は,憲 法以下の法体系の整合性の確保に異常なまでに敏感であ
る。元内閣法制局長官の大森政輔(現 ・早稲田大学法学部客員教授)は 長官
在任当時,イ ンタビューに次のように答えている。
「事前の段階で意見を示すのは,当 然ですよ。それに,最 高裁による事
後の審査にすべてゆだねるというのは,事 柄によっては著 しい混乱と損害
を与える場合がある。事前にできるだけ問題を解消することは絶対必要で
す」「内閣法制局 虚像 と実像 ・番外編 大森長官に聞 く」『読売新聞』
1997年10月12日 。
この 「事前規制」の哲学が厳密な法案審査を支えている。「うっかりしま
すと,後 でとんでもないことになるので」などと,未 然に混乱を防 ぐメリッ
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トを長官経験者たちは強調する。要するに,事 後的対処を極度に嫌っている。
ところで,増 島俊之中央大学総合政策学部数授は,総 務庁在職時代に行政
手続関係2法 案の立法化に従事 した経験をもつ。1988年1月 か ら総務庁長
官官房審議官(行 政管理局担当)を,1990年7月 からは同行政管理局長を
務めていた。
その当時,彼 は審査作業にあたって 「既存立法全体を何 もかも見通 してき
ちんと整理 し,そ の整合性を図ることは,そ もそも無理なことではないのか」
と考え,「 もしも将来不都合なことがあれば,そ の時点で改正すればよいで
はないかと割 り切っていた」 という。 しか し,内 閣法制局の法案審査では
「なかなかそのような安易な考え方は許 してもらえなかった」のである。㈹
茂串俊元内閣法制局長官は 「それが後日問題になって,極 端な場合,裁 判
になって国が負けたということにな りますと,国 政を混乱させる元になりま
すから,そ ういうことがないように,あ らか じめわれわれが法令の立案につ
いても綿密に審査をいた します」 と語る㈹。
これについては,批 判も少な くない。たとえば,「憲法や他の法令と抵触
しないよう安全係数をどんどん高 くし,大 丈夫そ うで もダメと言 っているう
ちに,社 会の実態とずれ,限 界が現れてきている」(飯 尾潤政策研究大学院
大学教授)㈹,あ るいは 「だか ら新 しいものが生 まれにくく,社 会が硬直化
してしまうのです」(竹 中平蔵慶慮義塾大学総合政策学部教授)⑳ と。
すなわち,時 代の政治的意思の実現を内閣法制局の法案審査が妨げている
との指摘は,重 要である。それが政策形成過程を機能不全にしているといい
換えてもよかろう。
【「リゾー ト」は使用不可】
それを典型的に示す事例として,浅 野一郎元参議院法制局長が内閣法制局
のことを 「非常に保守的で柔軟性がない。これが政策にも反映される」 と評
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した(21)一件がある。1987年2月,内 閣法制局の指導で法案から 「リゾー ト」
'という文言がはずされたのである
。
手元の法案審査資料によれば,提 案側の国土庁,農 水省,通 産省,運 輸省,
建設省,お よび自治省からなる6省 庁が最初に用意 した法案名は,「 リゾー
ト地域整備促進法案」であった。 ところが,内 閣法制局は審査で 「法案名に
カタカナを用いる場合は,少 な くとも小中学生で も意味がわかる言葉でない
と使えない。 リゾー トは,ま だ国民にな じみが足 りない」と述べて,再 考を
求めた。
対する6省 庁側は,「「リゾー ト」 という用語を使用することを希望する理
由」をA4判1枚 にまとめて反論を試みた。 その理由と して,① 広辞苑 で
は第3版 以降は 「リゾー ト」 という項を設 けていること,②1987年1月 の
中曽根康弘首相の施政方針演説でも 「リゾー トゾーンの整備等」と述べてい
ること,③ 新聞の社説,各 県の構想では 「リゾー ト」 という用語は一般的に
用いられていること,④ 「大規模 リゾー ト議員連盟」が活動 しており,国 会
対策上 「リゾー ト」 という用語を使 ったほうが望ま しいこと,が 挙げ られて
いた。
「リゾー ト」がすでに定着 しているカタカナ語であることを裏づける新聞
記事も十分に集められており,(22)6省庁側は本気で 「理論武装」に努めてい
たことがわかる。それで も内閣法制局を説得 しきれず,「 総合的国民保養地
域整備促進法」など6案 が代案として考え出された。最終的には,法 案名は
「総合保養地域整備法」に落 ち着いたのである。そこには,時 代に対応す る
視点が置き去 りにされていないか。
なぜ内閣法制局が 「小中学生で も意味がわかる」 ことにこだわったかとい
えば,過 去に表明 した見解との整合性 をはか るためである。1964年3月4
日,衆 院科学技術振興対策特別委員会で,当 時の関道雄内閣法制局第四部長
は以下のように答弁 している。
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「ただいまお尋ねになりま した点は,外 来語を法律の用語 と して使 う場
合にどの程度に慣熟すれば使えるかという基準は何かというお尋ねであっ
たと思いますが,こ れは客観的に明確なる基準はちょっと申し上げに くい
ことであると思います。ただ,非 常にばく然 と申し上げますれば,世 上で
一般 に使って,通 常の義務教育を終わった程度の人が聞いてもその意味の
大体 はわかるという程度の ものであると立法者が判断なさった場合にお使
いになっているのだろうと思います。」(下 線は引用者)
過去の見解を探 し出し,そ れを根拠に相手の主張を断念 させるやり方は,
いかにも内閣法制局 らしい。 その見解は論理的推論のよって導き出されたも
のであり,時 代が変わったか らといって変更される性質のものではない,と
いうのが同局が繰 り返 し強調する考え方である。
この法案審査を担当部長として決裁 したのは,当 時,第 二部長の任にあっ
た前出の大森政輔である。大森は,「 リゾー ト法にしたい と持ち込まれて,
絶対反対とつぶ したのは,当 時担当部長だった私なのです」㈹ と明言 してい
る。また,別 の回想記事では,「わが国は豊かな表現力を内蔵す る漢字文化
を有しているのだか ら,漢 字で簡潔に表現できないはずはないと,断 固とし
て拒絶 したことが懐かしく思い出されます」(24)と書いている。
果た して,内 閣法制局設置法は 「絶対反対」「断固拒緯」 するまでの権限
を同局に許 しているのだろうか。
2.法 案審査に対する評価
【驚 くべき緻密さ】
「内閣法制局の法制審査の緻密さは,驚 くべきものである」(25)というのが,
内閣法制局へ法案審査に通いつめた官僚たちの共通の印象であろう。現役時
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代を振 り返 って,「「又ハ」,「若クハ」,あ るいは 「並二」,「及 ヒ」 の使 い分
けや,「及 ビ」か 「及 ヒ」か も知 らなかったのを,「大括弧」と 「小括弧」な
んだというように,い ろいろ教えていただいたものである」(26)と述懐を記 し
た元官僚もいる。
今日でも 「法の審査に通 らなくて大変だ」「法制局でぎ りぎ り絞 られた」
とこぼす官僚の声が紹介 されている。ある省では,審 査担当参事官の心証を
よ くするために,参 事官へのっけ届けの仕方のマニュアルさえ存在 している
という⑳。一方で,官 僚たちの間では 「(内閣法制局は)や っぱ りたい した
もんだ」 との畏敬の念も共有されている。
前出の総合保養地域整備法案の審査記録をみると,原 案では第2条 第6号
が 「交通のための固定施設及び移動施設」となっていたのを,参 事官が 「交
通施設(車 両,船 舶,航 空機等の移動施設を含む。第5条 第2項 第4号 にお
いて同じ。)」と書き直 している。確かに後者のほうがスキがな く,「さすが」
という気にさせられる。
【審査は立法技術の範囲を超えているか】
参事官にいわせれば,「法体系上のバランスをとる,表 現を統一する,論
理的整合性をとる,正 確な文章にするというような形式的な整理を行」 って
いるにすぎないのであろう。それゆえ,「審査のポイン トについては,政 策
の中身全体を法制局の方が左右することは少な く」,よ って 「政策の立案,
決定過程に余 りかかわることができないという点で若干物足りなさを感 じる」
という感想 も出てくる。(28)
内閣法制局は法制面での形式統制を行っているにすぎないという認識でも,
それが結果として,政 策形成過程を機能不全に しているのではないか,と い
う指摘 もなされている。たとえば古 くは,行 政学者の佐藤竺の次の言葉があ
る。
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「法制局は,本 来,各 省庁の法令案作成にたいして,形 式的な技術的助
言をあたえ」 るのが 「その任務のはずである。 ところが,… このような法
律の制定および解釈にあたっての技術的見地からの介入は,単 なる技術性
の域をこえてその実質的内容の面にまで及ぶことになる。 こうして,法 令
制定にあたっての起草 ・審査は,各 省庁の専門的見地からする立法的要求
を,法 制官僚独特のメンタリティにもとつく多分に保守的恣意的な解釈に
よって大 きく修正 させてしまう可能性をふくんでいる」佐藤竺 「司法官僚
と法制官僚」『岩波講座 現代法6』(岩 波書店,1966年)57-58頁 。
(…は中略,以 下同じ)
また,最 近では前出の五十嵐 と小川明雄朝 日新聞記者が共著 「議会』のな
かで,こ う記 している。
「法律の制定や改定には,こ れまでの法律や国会答弁 などの積み重ねと
いう制約があり,い くら政治の要請でも法制局としては同意できないこと
がある…たとえば,あ る政権が憲法は集団的自衛権を認めていると主張す
れば,少 な くとも現時点では法制局は反対するだろう。 しか し逆にいくら
民主的な法案ができても,こ れまでの積み重ねを否定するものであれば,
これ も法制局は反対するであろう。つまり政治力でも乗 り切れない法制局
の独 自の論理がある」五十嵐敬喜 ・小川明雄 『議会』(岩 波新書,1995年)
151-152頁 。
石原信雄元内閣官房副長官の次のような発言 もある。
「選挙法,税 法などの議論の時に,「 これは実態問題 じゃないか。これを
右にするか左にするかはまさに政策の問題で,所 管省庁の判断であるべき
だ」 というものに対 して,法 制局が 「法制上の見地からおかしい」といっ
た議論になることがある。私は,基 本的には政策の内容は提案者である各
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省庁の意向が中心になるべきだと思う。」「内閣法制局 実像 と虚像 ・番外
編 有識者座談会」『読売新聞』1997年10月31日 。
要するに,「法制官僚独特のメンタリティ」に基づく 「法制局の独 自の論
理」のために,政 策の内容が 「提案者である各省庁の意向」どおりにならな
い事態がまま生 じているということだろうか。
【「独自の論理」とは】
しか し,味 村治元内閣法制局長官は,「法制局の法解釈 によ って各省庁が
政策の実現を断念する場合 もあり得るが,法 解釈では,客 観的立場で理論的
に検討 した結果であり,政 策の実現を妨げているとの非難 はあた らない」(29)
と述べる。
資料3に 示したように,各 省庁が通常国会に提出予定の新規の予算関係法
案については,内 閣法制局は前年の8月 末にはその概要をつかんでいる。す
でにこの段階から,内 閣法制局は各省庁に対 してヒアリングを行い,予 定す
る新規立法⑱既存法令 との調整,法 律化の可能性などの検討に入る。
この時点で法律化が断念されることもあろう。その基準とされる 「客観的
かつ理論的に検討 された法解釈」は,次 のように考え られている。
「憲法を初めといたしまして法令の解釈 と申しますのは,当 該法令 の規
定の文言,趣 旨等に即しつつ,立 法者の意図あるいはその背景となる社会
情勢を考慮 し,ま た議論の積み重ねのあるものについては全体の整合性に
留意いたしまして,論 理的に確定すべきものであるということが第一点で
ございます。」津野修前内閣法制局長官/衆 院憲法調査会統治機構のあり・
方に関する調査小委員会 ・2003年5月15日 。(下 線は引用者)
あるいは,吉 国一郎元内閣法制局長官の在職時の次の国会答弁がある。
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「法律の解釈は,客 観的に一義的に正 しく確定せ ぢるべきものでありま
して,行 政府 が これをみだ りに変更す ることな どは あ り得な い もので ござ
い ます」衆 院予算委 員会 ・1975年2月7日 。(下 線は引用者)'
とはいえ,法 解釈 とは 「客観的に一義的に正 しく確定」できるものであろ
うか。 ちなみに,後 藤田正晴元副総理は著書で 「役人の思 い上が り意識」に
ついてこう述べている。「彼 らは,自 分たちは国益中心で物事を考えている
と信 じ込んでいる。/そ の国益 とは,非 常に主観的なものである。…彼 らは
大衆の批判にさらされていない。/役 所の窓か らしか物事を見ていない」
(/は 改行,以 下同 じ)(3D)。その指摘に通 じるものを感 じる。
いずれにせよ,法 解釈は論理的追究の積み重ねの 「正 しい」結果であるか
ら,「事情が変わったとか政策遂行に都合が悪 くなったとして変更す ること
は基本的に不可能」⑳ ということになる。
たとえば,憲 法9条 が集団的自衛権の行使を禁 じていると読むのは,内 閣
法制局の法解釈の論理的帰結である。それゆえ,時 代の変化や周辺国の脅威
の有無 によって行使可能 ・不可能と切 り替えられる次元の問題ではない。(32)
同様に,国 家公務員採用試験の受験資格に日本国籍の保持を必須としている
のも,社 会の国際化とはまったく関係のない話なのである。
そこには,法 解釈の時代的相対性という考え方は存在 しない。湾岸危機/
戦争時に内閣法制局長官を務めた工藤敦夫は,国 連平和協力法案が廃案になっ
たあとのインタビュー(1990年11月21日)で こう語 っている。
「過去の積み重ねというものがあるから,こ こだけち ょっと変えて もい
いものかどうか,と いうのがあるんですよ。今までの論理 というのは生き
ているか ら。今回,国 連平和協力法案の審議をめぐっては,私 ども(法 制
局)が,過 去の答弁から踏み出したり,将 来に含みを持たせたような部分
はなかったと思 う。前にも出ていないし,後 ろにも下がっていない」国正
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武重 『湾岸戦 争 とい う転 回点』(岩 波書店,1999年)234頁 。
(下線は引用者)
工藤は国連平和協力法案が臨時国会で審議されていた当時,「 クビにな っ
ても解釈は変えない」 と周囲に漏 らしていたという。そこまで頑なになる理
由は,解 釈を変更すればこれまで積み重ねてきた法体系の一貫性が破綻 し,
ひいては内閣法制局の権威が失墜すると確信 しているからである。
こうして筋道の通った法的整合性は確保 されよう。あるいは,内 閣法制局
の威信は保にれよう。つまり,政 府部内で法解釈をめぐる対立が生じたとき,
内閣法制局が論理的に確定 した 「正 しい」解釈を示 して,当 事者同士を納得
させる。そのためには,「内閣法制局がいうのな らやむを得ない」 と思わせ
るだけの威信が内閣法制局には欠かせない。
実は,行 政各部が内閣法制局の指示に従うのは,法 的拘束力 というよりむ
しろ,同 局の権威に支えられた政治的拘束力によるものなのである。
だが,そ の威厳の確保のため必然的に過剰防衛となり,社 会の発展に資す
る立法までも阻害することにならないか。 あるいは,内 閣法制局が誇る堅牢
な法秩序からはみ出す,新 たな政策需要には応え られないのではないか。
【「長官を罷免 してしまえ」】
新たな政策需要に外圧が加わると,内 閣法制局にの しかかる政治的重圧は
すさまじいものとなる。湾岸危機/戦 争時の内閣法制局を取り巻 く状況は,
まさその代表例であった。工藤は先のインタビューで,「 こんどのような内
閣法制局(の 見解)な どなにするものぞ,と いった雰囲気というのはこれま
で例がないのでは」との問いかけに対 して,「なかったで しょうね。」 と答え
ている㈹。
1990年10月12日 夜,首 相官邸で政府 ・自民党首脳会談が開かれた。 出
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席 した長田裕二参院議員会長の証言によれば,小 沢幹事長が集団的自衛権と
集団的安全保障を区別 した上で,自 衛隊が国連軍に参加 しても違憲ではない
と述べた㈹。これに対 して,石 原官房副長官が 「(国連軍参加 に)い まの法
制局は慎重だ」と否定的な見方を示す。すると,加 藤六月政調会長が 「法制
局長官が最後まで反対するんだったら,罷 免 してしまえ」(35)と発言 したので
ある。
さすがにこの発言が伝わると強い反発が起 こり,自 民党のある古参議員は
「法制局の大津事件だぞ。圧力に屈せず頑張って欲 しい」 と内閣法制局幹部
を電話で励ました。外務省幹部は内閣法制局を訪れた際,「 これではファッ
ショだ。 こんなのにはっき合 っていられない」 と怒 りを隠さなかった。(3E)
【髪の毛一本のスキでも】
1991年1月17日,湾 岸危機は湾岸戦争という最悪の事態を迎えた。 これ
を受けて,同 日午後2時 半すぎから安全保障会議が開かれた。 ここで,湾 岸
支援策として,イ ラクからの避難民の脱出が予想されるヨルダンのアンマン
からカイロまでの移送を自衛隊機によって行 うことが検討された。問題はそ
の法的根拠をどこに見出すかであった。
当初,防 衛庁などは自衛隊法第100条(訓 練目的の輸送業務委託)と 同法
施行令第121条 によって,派 遣は可能と読めると考えていた。 しかし,安 全
保障会議に出席 していた工藤長官は,こ の読み方には消極的であった。すな
わち,「そこには 「訓練の目的に適合する場合」とある。海外での輸送事業
がどのような訓練に役立つというのか」⑳ と。加えて,工 藤の念頭 には以下
のかつての国会答弁があった。
「武力行使の目的を持たず,当 該外国の要請または同意を得て,単 に平
和的手段によって在外邦人を救出することを任務として自衛隊をその外国
に派遣することは,も とより憲法上許 されないわけではありません。ただ,
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現行自衛隊法は自衛隊にそのような任務を与えておりませんので,現 実の
問題として,か かる場合に自衛隊を直ちに派遣するということはできない
というふうに考えてお ります。」角田礼次郎内閣法制局長官/衆 院予算委
員会 ・1980年10月ll日 。(下 線は引用者)
これを尊重する限 り,現 行自衛隊法では在外邦人救出のためです ら自衛隊
機を派遣することはできない。 ましてや,避 難民の移送など認められるはず
がなかった。 しかし,同 席していた橋本龍太郎蔵相は工藤長官に 「髪の毛一
本のスキでもいい。なんとか工夫できないか」と迫った。海部俊樹首相 も同
様に促すと,工 藤は 「やってみま しょう」 と応 じたという。㈱
自民党内には内閣法制局に対する不満が再燃 した。西岡武夫総務会長は,
「新聞によると内閣法制局幹部が自衛隊機派遣に首を傾げているようだが,
首を傾げるぐらいならば,首 を切 って しまえばいいんだ。そもそも法制局と
いうものは,内 閣が決めたことに理屈をつければいいんだ。内閣の足を引っ
張るようなことをすべきじゃない。…内閣が決めた政策が法制局によって左
右 され るということがあってはならない。」(1991年1月18日,記 者懇
談)(39)とあからさまに感情を吐露 した。
結局,内 閣法制局が解釈変更なしと強弁できる 「髪の毛一本のスキ」は,
自衛隊法第100条 の5に 見出された。同条は 「長官は,国 の機関から依頼が
あった場合には,… 航空機による国賓,内 閣総理大臣その他政令で定める者…
の輸送 を行 うことができる」(下 線は引用者)と 規定 していた。 特例政令
(「湾岸危機に伴う避難民の輸送に関する暫定措置に関する政令」)を つ くっ
て,避 難民をこの 「その他政令で定める者」に含めたのである。
さかのぼって,198E年 の自衛隊法に第100条 の5が 追加 される際の国会
質疑では,「 その他政令で定める者」の解釈が問われたげ大森政輔内閣法制
局第二部長は 「「国賓,内 閣総理大臣」 という例示,列 挙が ございます。 し
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たがい まして,こ の例示,列 挙 された もの とおよそかけ離 れた ものは予定 し
てない とい う場合 にこのような表現を使 うわけで ございます。」(参 院内閣委
員会 ・1986年12月4日)と 応 じてい る。
当然,特 例政令を め ぐる国会質疑で は,避 難民 は 「国賓,内 閣総理大 臣」
と条 文 に代表列挙 され た もの とはか け離れ ているのではないか と野党議員 は
追及 した。 これ に対 して,工 藤長官 は1991年2月4日 の衆院予算委員会 で,
次のよ うに述べ た。
「この百条 の五 とい うのは,実 は 「国賓,内 閣総理大 臣そ の他 政令 で定
め る者 」 と書 いて ございます。 この 「国賓,内 閣総理大 臣」 とい ういわゆ
る代表列挙 した もの,こ れ は決 してVIP,い わゆ るVIPと い ったよ うな
高位高官を念頭 に置 いたということでは必ず しもないわけでございま して,
む しろその者の置 かれた状況 な り,国 と しての輸送 の必要性 な り,こ うい
うものか ら規定 される ところで ございま して,そ うい う観 点か ら,い わゆ
る今回の避難民,こ れを臨時応急の もの として政令 で指定 してい く,か よ
うな ことは決 して外 れた もので はない,か よ うに考 えてお ります。」
(下線は引用者)
汲 々と見解の食 い違 いが繕 われ,自 衛 隊機海 外 派遣 の制度 が設 定 され た
(1991年1月25日,特 例政令 を閣議決 定)(4D)。
【法律の番人と権力の侍女】
ここにみ られるように,内 閣法制局には二つの役割が期待されている。一
つは法治国家を支えるために一貫 した法体系を堅持するという役割であり,
もう一つは政府の法律顧問として,時 の政府の政策や行動を法律面で全力で.
擁護するという役割である。後者が前者へと連動するときはよいが,実 際に
は両者が矛盾す ることがときに生 じる。
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言葉を換えれば,内 閣法制局は法律の番人 と権力の侍女とのいわば二重人
格性を兼ね備えているのである。その解消法は 「時の政府の政策を法治国家
のレールの上に置 く」㈹ ことにほかならない。のちに,津 野修内閣法制次長
は 「政府が政策として国際貢献を積極的にやろうとする時,法 制局も当然前
向きに対応する。 ただ,憲 法や法律の規定,確 立 した解釈の範囲内で考える
のは当然だ」(42)と述べている。
だが,い かにそれが困難であることか。「やってみましょう」 と答えた工
藤は,そ の後つ じつま合わせに苦 しい国会答弁を余儀なくされた。その際,
ある自民党議員は国会質疑の場で工藤に対 して,「 あなたも内閣の一員 です
よ,法 律の番人だといったって内閣の一員であることは間違いないのです。
そのことをよく承知をしておいていただきたい」(43)と念押 ししている。 確か
に,内 閣法制局長官は認証官ではないが,閣 議に欠かせないメンバーである。
「内閣の一員」たることを 「政治」か ら強 く要請されるとき,厳 密な法律
解釈を誇 りとする内閣法制局は大きくたじろぐ。時の政権を補佐するために,
きわどい作業を強いられることが避けられない㈹。それは,ペ ルシャ湾への
掃海艇派遣が強行され,PKO協 力法案が提出されてい く過程にも示 されて
いる。
そこで次に,内 閣法制局の従来の憲法解釈でも違憲の疑 いが強いPKO協
力法案が,ど のようにして 「憲法や法律の規定,確 立 した解釈の範囲内」に
収め られようとしたか。 これを,法 案審査記録に基づき明 らかにしたい。
3.法 案審 査 の実 際一PKO協 力法案の審査過程一
(1)開 示された文書とは
【開示された文書の概要】
私が 「PKO協 力法案に関する内閣法制局による予備審査記録」について,
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行政文書の開示を内閣法制局に請求 したところ,以 下のような内容と構成の
文書が開示された。
① 内閣法制局決裁文書及び添付の閣議請議・書副本B5判 一115枚
② 公布奏上書B5判 一47枚
③ 法律案審議録(そ の1)B4判 一162枚
④ 法律案審議録(そ の2)B4判 一188枚
⑤ 法律案審議録(そ の3)B4判 一109枚
ただ し,法 律案審議録(そ の2)の 不開示部分3箇 所6頁 が黒塗り。
資料4に 示 したとおり,内 閣官房がPKO協 力法案の基本案を関係省庁に
提示 したのが1991年6月27日,そ れが自民党に提示 されたのは8月1日 で
ある。 しかし,法 案の細部は詰まっておらず,臨 時国会召集日に法案提出は
間に合わなかった。
法律案審議録は8月16日 と日付が入ったものか らはじまっている。 この
日以降,ほ ぼ連 日,休 日もときには返上 して内閣官房と内閣法制局との間で
文書のやりとりが行われている。おおよそ全条文が内閣官房か ら示されたの
は,11回 を数える。その間に,個 別の条文について頻繁に照会 が繰 り返さ
れている。資料2に 示 したように,内 閣官房が準備 した原案に,内 閣法制局
が手書 きで添削するという形で法案審査は進め られた。私は便宜上,資 料5'
のようにそれらに番号を付し整理 した。以下,出 て くる 「○案」などの番号
はそれに基づ く。
内閣法制局の幹部による事実上の決裁がすみ,予 備審査が終わって法案条
文が確定 したのは,9月17日 である(「11案 」)。翌18日,正 式に内閣官房
から内閣法制局に法案が送付され,同 日のうちに本審査を終え,長 官の 「太
鼓判」が押されたものが内閣官房に回付された。ただ し,こ の本審査で も2
か所の誤記が発見され改められている㈹。ここでの修正を,予 備審査での修
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(資料4)PKO協 力法案関連年表
1990.08.02
1990.08.29
1990.10.12
1990.10.16
1990.11.08
1990.11.10
1990.12.10
1991.01,17
1991.Ol.25
1991.04.11
1991.04.23
1991.04.26
1991.05.08
1991.06.27
1991.08.01
1991.08.05
1991.09.09
1991.09.19
1991.is.04
1991.11.05
1991.11.19
1991.11.27
1991.12.03
1991.12.21
1992.Ol.24
1992.06.09
1992.06.15
1992.06.21
1998.06.05
2001.12.07
イラク軍,ク ウェー ト領侵攻
海部首相が国連平和協力法案の制定を提唱
第ll9回 臨時国会(「 中東国会」)召 集
国連平和協力法案,衆 院提出
自民党,同 法案廃案を表明→ 自公民 「3党合意」
第119回 臨時国会閉幕
第120回 通常国会召集
湾岸戦争勃発;安 全保障会議開催
自衛隊機派遣を閣議決定(自 衛隊法第100条 の5に 基づ く 「特
例政令」)
湾岸戦争,正 式停戦
「特例政令」廃止;自 衛隊機派遣は実施 されず
海上自衛隊のペルシャ湾掃海派遣部隊が出発
第120回 通常国会閉幕
内閣官房がPKO協 力法案の基本案を関係省庁に提示
政府がPKO協 力法案の基本案を自民党に提示
第121回 臨時国会召集
自公民,PKF参 加5原 則の法制化で合意
PKO協 力法案を閣議決定,衆 院に提出
第121回 臨時国会閉幕,PKO協 力法案は継続審議に
第122回 臨時国会召集
衆院国際平和協力特別委員会でPKO協 力法案の審議再開
自民,公 明両党が衆院国際平和協力特別委員会でPKO協 力法
案を強行採決
PKO協 力法案,衆 院本会議で可決
第122回 臨時国会閉幕,PKO協 力法案は再:び継続審議に
第123回 通常国会召集
PKO協 力法案,参 院本会議で可決
PKO協 力法案,衆 院本会議で可決 ・成立
第123回 通常国会閉幕
改正法成立';武 器使用は上官の命令で行うことに変更
改正法成立;PKF本 体業務への自衛隊の参加凍結解除
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(資料5>PKO協 力法案審査記録の推移
日 時 の 表 示 仮 称 関 連 条 文
8月16日(金)10;50 【1案 】 全条文
8月19日(月) 【1案 の2】 第12条
8月23日(金) 【1案 の3】 第12条
8月23日(金)後 半 【1案 の4】 第13条 ～24条,第32条 ～34条
8月23日(金) 【1案 の5】 「打開のための試案」
8月26日(月) 【1案 の6】 第7条,第12条,附 則
8月27日(火) 【1案 の7】 第7条,第8条,第13条
8月28日(水)11:00 【2案 】 全条文
8月31日(土) 【2案 の2】 第7条,第13条
9月2日(月)15:30 【2案 の3】 第4条 ～12条,第28条,第29条
9月4日(水)4:30 【3案 】 第1条 ～24条;後 略
9月5日(木) 【3案 の2】 第12条
9月5日(木)11=00 【3案 の3】 第3条,第6条,第7条
9月8日(日)14:30 【4案 】 全条文
9月9日(月) 【4案 の2】 第21条 ～23条
9月10日(火)夜 【4案 の3】 第21条 ～23条
9月10日(火) 【4案 の4】 「国会に対する報告」の条文
9月10日(火)夕6:40 【4案 の5】 第17条 ～21条
9月11日(水)4:30 【5案 】 全条文→部長説明
9月11日(水)夕 【5案 の2】 第22条 ～24条
9月12日(木)8=00 【6案 】 第1条 ～25条;後 略
→長官以下に事前配布
9月12日(木)夜7時 半 ころ 【6案 の2】 第6条 ～8条
9月13日(金)朝9時 【6案 の3】 第21条 ～27条
9月12日(木)8=00 【7案 】 全条文
9月13日(金)13:00改 訂
9月12日(木)8:00 【8案 】 全条文
9月13日(金)16:00改 訂
9月14日(土) 【8案 の2】 新 第9条2〔 手 書 き〕
9月14日(土) 【8案 の3】 第4条 第2項 第3号(追 加 条 文),
第7号
9月14日(土) 【8案 の4】 第7条
9月14日(土)夜 【8案 の5】 第7条
9月16日(月 ・振替休 日) 【8案 の6】 第6条,第23条 第2項 ～24条
9月16日(月 ・振替休 日)4:15頃【8案 の7】 第22条 ～24条
9月16日(月 ・振替休 日) 【8案 の8】 第6条4項 〔手 書 き 〕
9月15日(日)1:00改 訂 【9案 】 第1条 ～24条
9月16日(月 ・振 替休 日)15;27 【9案 の2】 第22条 ～24条
9月16日(月 ・振替休 日)夕5:35【9案 の3】 第6条4項
9月17日(火)9:00改 訂 【10案 】 全条文
9月17日(火) 【11案 】 全条文
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正 と区別 して 「職権修正」という。内閣法制局がいかに 「完ぺきさ」を妥協
することな く追求 しているかを,伺 い知ることができる。
翌19日 に事務次官等会議,そ して同日,臨 時閣議が開かれ,「 国際連合平
和維持活動等に対する協力に関する法律(案)」 が閣議決定された。
【審査担当参事官は宮崎礼豊】
ところで,内 閣法制局の機構は資料6の とお りである。意見事務は第一部
で,審 査事務は第二部から第四部(た だ し,司 法制度改革関係の法案 。政令
案の審査は第一部内の司法制度改革法制室)で 行われている。それ らは審査
部とよばれ,資 料7の ように担当する法案を省庁 ごとに部別分担 している。
これは当然,2001年 の省庁再編の前では異な り,PKO協 力法案審査時には
資料8に 示 した部別分担となっていた。
PKO協 力法案を起草 したのは,内 閣官房内閣外政審議室に置かれた 「国
際平和協力の法体制整備準備室」であることから,同 法案の審査は第二部が
担当 した。開示された文書によれば,審 査担当参事官は宮崎礼堂(1945年5
月13日 生,1968年 東大法卒,同 年司法修習生)で ある。 宮崎は1987年9
月21日 付で東京地方検察庁検事のまま,内 閣法制局参事官を併任 した(46)。
法務省における履歴の上では,1992年4月1日 付 で東京高等検察庁検事に
配置換 となっている。1993年7月30日 には,第 二部参事官の併任を解除 さ
れ,内 閣法制局総務主幹および第一部参事官の併任を命ぜ られる。
この総務主幹 というポス トは幹部への登竜門ポス トであり㈹,内 閣法制局
の歴代長官はみなこのポス トを経て部長,次 長,そ して長官へと昇進 してい
る。宮崎も1996年1月16日 付で第二部長を併任。法務省における履歴の上
では,1996年4月5日 付で最:高検察庁に配置換 となる。 内閣法制局におい
ては,2002年9月1日 付で第一部長に再配置された。官報上の表記は 「再
配置」であるが,こ れは事実上の昇進である。第一部長に就いてのちに,次
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(資料6)内 閣法制局の機構
内閣法制局長官
内閣法制次長
第一部・部鷺 萎1解
第 二 部 ・ 部 長 参事官
第 三 部 ・ 部 長 参事官
第 四 部 ・ 部 長 参事:官
長官一 … 幹モlll
出典:内 閣 法 制 局 の ホ ー ム ペ ー ジ(http=〃www.clb.gojp/)「内 閣 法 制 局 に つ い て 」
(資料7)省 庁再編後の内閣法制局の審査部における部別分担
第二部……内閣(内 閣府を除く),内 閣府(金 融庁を除 く),法 務省,文 部科学省
又は国土交通省関係
第三部…∵・金融庁,総 務省(公 正取引委員会及び公害等調整委員会を除 く),外
務省若しくは財務省又は会計検査院関係・
第四部……公正取引委員会,公 害等調整委員会,厚 生労働省,農 林水産省,経 済
産業省又は環境省関係
出典:拙 著 『立法の中枢 知 られざ る官庁 ・新内閣法制局』(五 月書房,2002年)130頁 。
(資料8)省 庁再編前の内閣法制局の審査部における部別分担
第二部……内閣,総 理府(公 正取引委員会,公 害等調整委員会,環 境庁及び金融
監督庁を除 く),法 務省,文 部省,運 輸省又は建設省関係
第三部……金融監督庁,外 務省,大 蔵省,郵 政省若 しくは自治省又は会計検査院
関係
第四部……公正取引委員会,公 害等調整委員会,環 境庁,厚 生省,農 林水産省,
通商産業省又は労働省関係
出典:拙 著 『立法の 中枢 知 られ ざる官庁 ・内閣法制局』(五 月書房,2000年)76頁 。
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長,長 官へと到達するか らである㈹。
それゆえ,次 の次の内閣法制局長官は宮崎に確定 している。そして,現 在
の長官である秋山牧は宮崎が第二部参事官当時,第 二部長を務めていた。宮
崎が審査 したPKO協 力法案を最初に決裁 した幹部が秋山という関係になる。
一方,開 示 された文書は,PKO協 力法案の審査のために内閣法制局 と交
渉した人物が吉沢裕(1951年2月14日 生,1974年 東大法卒,同 年外務省入
省)で あることを明 らかに してい る。吉沢は国連局人権難民課長の まま
1991年7月25日 に,内 閣審議官(内 閣官房内閣外政審議室)を 併任す る。
その後,1992年8月1日 にその併任を解除され,在 ニ ューヨーク日本国総
領事館,在 南アフリカ日本国大使館を経て,在 中国日本国大使館公使を最後
に2000年9月30日 付で外務省を辞職 している。
【法律案審議録の中身】
内閣官房が提出した法案原案 に対 して,内 閣法制局は事細かに意見を付 し
ている。一例として,こ の法案に登場する用語を定義 した第3条 のうち第3
号を取 り上げる。8月16日 付 「1案」の第3条 第3号 として 「平和維持活動
協力業務」を定めたもののうち,イ 「国際連合平和維持活動として実施され
る業務で次に掲げるもの」の(1)の 原文は以下のとおりであった。
敵対行為の停止の監視,兵 力の引離 し若 しくは撤退に関する紛争当事者
間の合意の遵守の監視,緩 衝地帯における駐留若 しくは緩衝地帯の保全又
は武器等の流入防止のための監視
これに対 して,「 敵対行為」 には 「?」 が付け られ,ジ ュネー ブ条約 で は
「hostileAction」 だ と書かれて いる。「撤退」 には 「何 の?」 とい う意 見で
ある。確か に,「 撤退」 の主語が不明確 である。「合意の遵守の監視」 につ い
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ては,「 ことが ら不特定!目 的がかいてあるだけ」「監視が多義的であると思
いますが一」 とメモされている。さらに 「緩衝地帯における駐留」の 「駐留」
に 「監視 と差が?」,「 保全」に 「大きすぎでは?」,「 武器等の流入防止 のた
めの監視」の 「監視」には 「何の?」 と記 されている。
以上の指示に基づいて,内 閣官房から次に示された8月28日 付 「2案」
での案文は,
敵対行為の停止,軍 隊の撤退,武 器の流入の防止その他の武力紛争の再
発の防止に関する紛争当事者間の合意の遵守の監視,紛 争当事者間の緩衝
としての駐留又はこれらの業務に併せて実施される派遣先地域の安定に資
する活動
と変えられた。「1案」にあった 「兵力の引き離 し」が 「2案」では削除 され
ている。8月20日 の衆院予算委員会で,中 島源太郎議員(自 民)が 政府案
の中間報告に もあったこの表現について,「 これは何か紛争の中に割って入っ
て兵力を引き離すんだという,文 法上はそういうイメージを持ちますわね…
しかもそれは武力を使わないんだ」と矛盾点を指摘 していることも,こ の削
除に影響を与えているものと思われる。それだけでなく,第3号 の名称 自体
が 「平和維持活動協力業務」か ら 「国際平和協力業務」に変更 された。
ところが,こ の上の余白部分に 「8/31」と日付のある内閣法制局の書 き込
みが施されている(資 料2)。 すなわち,
次のようにセイりする。(1)「…に関する紛争当事者間の合意の遵守の監
視」は一号の定ギに移す(2)下 記イは,担 当地域の情勢の視察,巡 回及
び国連代表へのその結果の報告並びに国連代表の決定の宣伝…という風に
手段で書 く。→監視,査 察,巡 回,調 査,立 会,確 認
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「手段で書 く」 という指示に従って,内 閣官房が次に示 した 「3案」 での
記述は大 きく変え られている。
イ 紛争当事者間の合意に違反する軍隊の配置又は活動の監視
ロ 緩衝地帯その他の地域における駐留及び巡回
ハ 通行中の車両の武器等の積載の有無及び通行人の武器等の携行の有無
の検査
二 紛争当事者の武器等の放棄の確認又は放棄された武器等の収集,保 管
若 しくは処分
ホ 紛争当事者が行 う停戦線その他の境界線の設定の援助
へ 紛争当事者間の捕虜の交換の援助
その上の余白には 「いいのかも…」 と感想が走 り書 きされている。他の箇
所には 「ひどいよ」「インチキ」 といったあけすけな印象 もメモされている。
これ以降も文言の訂正はあるものの,こ の項 目立て自体は変わることはな
かった。 これらは平和維持軍(PKF)本 体業務への参加 を規定 した条項で
あり,周 知のとおり,公 明党の市川雄一書記長が 「国民の十分な理解を得る
時間を置いたらどうか。…理解の時間をいただ くために,PKFの 部分につ
いて今申し上 げたような凍結をされたらどうか」(衆 院予算委員会 ・1992年
2月4日)と 提案 した対象条項の原型をなしている。
(2)「 武力行使」をいか に回避す るか
【PKF参 加を肯定】
PKF参 加 と関連 して,こ の法案で最も修正の回数が多か ったのは,武 器
使用について規定 した条文である。海部首相はPKO協 力法案を提出した
(1041)289
政経論叢 第72巻第6号
1991年 夏の臨時国会で,「武器の使用は生命防護の必要なときのみに限定す
る」 ことを繰 り返 し表明していた。 武装 した自衛隊の 「海外」(最 終 の
「11案」で,「外国」 という表記は1か 所を除きすべて 「海外」 に改 められ
る)派 遣をいかにして可能にするか。 またその際,憲 法9条 が禁 じている
「武力行使」をいかに回避するか。
これに関する議論の出発点となったのは,1980年10月28日 付政府答弁
書(「 衆議院議員稲葉誠一君提出自衛隊の海外派兵 ・日米安保条約等の問題
に関す る質問に対する答弁書」)で ある。
「いわゆる 「国連軍」は,個 々の事例によりその目的 ・任務が異なるの
で,そ れへの参加の可否を一律に論ずることはできないが,当 該 「国連軍」
の目的 ・任務が武力行使を伴うものであれば,自 衛隊がこれに参加するこ
とは憲法上許されないと考えている。これに対し,当 該 「国連軍」の目的 ・
任務が武力行使を伴わないものであれば,自 衛隊がこれに参加することは
憲法上許 されないわけではないが,現 行自衛隊法上は自衛隊にそのような
任務を与 えていないので,こ れに参加することは許されないと考えている。」
(下線は引用者)
この見解に基づき,工 藤長官は1990年 秋の臨時国会での国連平和協力法
案の審議に際しては,そ の任務 ・目的に武力行使を伴 うことが多いので,
「平和維持軍的な ものに対 しては参加することが困難な場合が多 いのではな
かろうか」(衆 院国際連合平和協力に関する特別委員会 。1990年11月6日)
とPKF参 加には消極的であった。 ところが,湾 岸戦争が勃発 し,PKO協
力法案の原案が固まりつつあった1991年8月 になると,工 藤長官は平和維
持軍への参加の可能性をむしろ積極的に探っている。
「その目的 ・任務が武力行使を伴 うような平和維持軍への参加であ りま
290(1042)
内閣法制局による法案審査過程
して も,我 が国 と して まずみずか ら武力行使を しない,そ れか ら,か つ当
該平和維持軍 の行 う武 力行 使 と一体化す る,こ ういうことがないのであ り
ます れば,我 が国が武 力行 使をす るとい うただい まの ような評価 を受 け る
ことはない,こ ういうことで ございます。」 衆院予算委員会 ・1991年8月
22日 。
新聞各紙はこの答弁を,「 新見解」㈹ 「平和維持軍参加 「合憲」の政府見解」
「湾岸危機ぼっ発以来の憲法の拡大解釈が,ま た積み重ねられた」(50)などと
報 じた。前記の 「目的 ・任務が武力行使を伴 うものであれば参加は憲法上許
されない」(1980年 政府答弁書)と 比べれば,見 解の転換は明らかであろう。
しか し,両 者の整合性をはかるため,PKO協 力法案の閣議決定後,坂 本三
十次官房長官は 「談話」として,先 の政府答弁書を 「なんらの前提を設ける
ことな く参加する一般的な場合についての解釈を示 したもので,特 に前提を
設けて参加する場合について言及 したものではない」 と説明 した(51;。
すなわち,過 去の見解は前提を設けない一般論を述べたにすぎないとし,
状況追随的に 「必ず しも…ない」といい繕って,解 釈を拡大する。 自衛隊機
派遣時と同 じ論法である。
確かに,1990年11月6日 の答弁は 「困難 な場合が多い」 としてあり,
「不可能」とはいっていない。それゆえ,解 釈の整合性 は保たれよう。の ち
の国会審議でも,海 部首相は 「PKF参 加は難 しい」 との従来の政府見解 と
整合性があることを強調 している。 とはいえ,こ うしたいい抜けば将来に禍
根を残すことになりはしないか(52)。
ともあれ,工 藤長官は答弁を続けて,「武力行使をしない」「武力行使 と一
体化 しない」を担保するものとして,① 停戦合意が崩れるなどして維持軍が
武力行使をする場合は,日 本の部隊は撤収する,② 武器使用は,要 員の生命
等の防護のため必要最小限のものに限定する,と いう2条 件を挙げている。
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では,「武器使用」 と 「武力行使」はどう違 うのか。自衛隊法には 「武力
行使」(第88条)と 並んで,「武器使用」 という言葉 も使用されている(第
89条 第2項 など)。そして,両 者の相違についても過去の答弁に準拠するこ
とになった。かつて,真 田秀夫内閣法制局長官は,次 のような見解を示 して
いた。
「自衛隊法を合理的に読みますと,い まの武力の行使 というのは,自 衛
隊の任務のうちのいわゆる国の防衛活動,そ の場合をまず想定 して用いて
いるのだろうと思います。それが八十八条でございます。そのほかに,た
だいま申しました従たる任務として警察活動を行います。治安出動などと
いうのもその一例だと思いますけれども,そ のほか海上警備活動とか,い
ろいろ警察活動を任務として持っております。その警察活動に従事する場
合に武器を用いる,そ れを自衛隊法は各条文で武器の使用という言葉を使っ
ているのだろう,そ れが一番合理的な解釈であろうというふうに私は考え
てお ります。」衆院予算委員会 ・1978年10月3日 。
ここから 「武力の行使」が禁 じられても 「武器の使用」は可能という解釈
が導き出された。問題は 「武器の使用」をいかに法案に表現するかである。
【「武器使用」を明記】
8月16日 「1案」では,「(武 器の使用)第25条 」 とあるだけで,条 文部
分は空白になっている。関係部署間で調整揮まだついていないことが容易に
わかる。
前出のPKF参 加の基本方針5項 目では,「 武器の使用は要員の生命等の
防護のために必要な最小限のものに限る」とされていた。 この 「生命等」の
「等」に含まれるものとして,防 衛庁は自衛隊法第95条 を準用 して武器庫や
食糧を想定 していた。「それなしには生命が危ぶまれるもの」 を読 もうとし
292 .(1044)
内閣法制局による法案審査過程
たのである。 しかし,内 閣法制局は 「95条準用 といって も現地の指揮官 に
判断を任せるわけにはいかない」として難色を示 した。㈹
8月28日 付 「2案」に示された最初の条文は以下のとおり。
(武器の使用)
第29条 国際連合平和維持活動が行われる外国において,前 条の規定
によ り小型武器の貸与を受け国際平和協力業務に従事する隊員は,自 己又
は国際連合平和維持活動に当該隊員 と従事 している者の生命又は身体を防
護するため必要であると認めるに相当の理由がある場合には,そ の事態に
応 じ合理的に必要と判断される限度で武器を使用することができる。
(ゴシック体,下 線は引用者,以 下同じ)
「前条の規定」 とは 「第3条 第3号 イに規定する国際平和協力業務」 であ
り,「第3条 第3号 イ」 とは前項で述べたPKFへ の参加を指す。 ただ,こ
の書き方だと,貸 与された 「小型武器」が,必 ず しも使用することができる
武器を意味することにはならない。貸与されていない 「大型武器」であって
も使用可能とみなされて しまう。この点は9月4日 付 「3案」で修正される。
また,下 線部の表現は,治 安出動時の武器使用を定めた自衛隊法第90条
などの表現をそのまま用いている。
9月2日 付 「2案の3」 では第2項 が加え られる。
2第8条 第5項 の規定に従い国際連合平和維持活動 として実施 され る
国際平和協力業務に従事するため,国 際連合平和維持活動が行われる外国
に派遣 された自衛官は,自 己又は同一の国際平和協力業務に従事 している
他の自衛官の生命又は身体を防護するため必要であると認める相当の理由
がある場合には,そ の事態に応 じ合理的に必要と判断される限度で武器を
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使用する ことができる。
第8条 第5項 では 「防衛庁長官は,本 部長から前項の規定による要請があっ
た場合には,自 衛隊の任務遂行に支障を生 じない限度において,実 施計画及
び実施要領に従い,前 項の国際平和業務に部隊等を従事させるものとする。」
となっている。そして,本 部長 とは首相 を,「 前項の国際平和業務」 とは
PKF本 体業務への参加を指 している。
すなわち,こ れによってPKF参 加が自衛隊の任務 とされ,そ の際の 自衛
隊の武器使用が明記されたのである。 これは,自 衛隊員がPKF本 体業務 に
参加する場合,「 小型武器」では対処 しえない事態が前提 とな っていること
を意味 している。事実,前 述のPKF凍 結 が解除 されたのちの2002年 の東
ティモールへの派遣では,機 関銃10丁 が持ち込まれ,さ らに輸送艦の護衛
を目的に,そ れまで周辺国に配慮 して派遣 しなかった戦闘艦艇(護 衛艦)が,
初めて投入された。
【武器使 用の面的限定 ・その1】
さて,9月4日 付 「3案」 では,
(武器の使用)
第23条 前条の規定により小型武器の貸与を受けた隊員 は,外 国にお
いて 〔国際平和協力業務〕に従事するに当たり,自 己又は自己とともに国
際連合平和維持活動 〔又は人道的な救援活動〕に従事 している者の生命又
は身体を防護するため必要であると認めるに相当の理由がある場合には,
その事態に応じ合理的に必要と判断される限度で当該小型武器を使用する
ことができる。(〔 〕は原文のまま,以 下同じ)
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と,「当該」を付けて使用できる小型武器を特定 している。 一方で,第2項
は 「武器」のままであり,こ の段階で国際平和協力隊員は小型武器の使用,
「自衛隊派遣隊員」(自 衛隊員が国際平和協力業務に従事する場合を指す)は
武器の使用が条文上で明 らかになった。また,「 に従事 している者」 の箇所
に 「近 くで?」 とコメン トが付き,武 力行使につながらないよう武器使用の
範囲を面的に限定 しようとしている。その結果,9月8日 付 「4案」では,
(武器の使用)
第23条 前条の規定により小型武器の貸与を受けた隊員は,外 国にお
いて国際平和協力業務に従事するに当たり,自 己又は自己が国際連合平和
維持活動又は人道的な救援活動に従事 している現場において当該業務に現
に従事している者の生命又は身体を防護するため必要であると認めるに相
当の理 由がある場合には,そ の事態に応 じ合理的に必要 と判断される限度
で当該小型武器を使用することができる。
と変え られた。第2項 につ いて も 「自己又 は 自己が国際平 和協力業 務 に従事
して いる現場 において 当該業務 に現 に従事 している他 の 自衛官」 とi長記 が統
一 された。 また,「 防護」 とい う言葉 は,9月9日 付 「4案 の2」 で は 「維持」
に,9月10日 付 「4案 の3」 では 「防衛」 に改め られて いる。
【武器使用の条件的限定】
武器使用の面的限定に加え,そ れを条件的にも極力限定しようという案文
の修正 も施されている。9月11日 付 「5案」では,
(武器の使用)
第24条 前条の規定により小型武器の貸与を受け,派 遣先国において
(1047)295
政経論叢 第72巻第6号
国際平和協力業務に従事する隊員は,自 己又は自己が当該業務に従事 して
いる現場 において国際平和協力業務に現に従事 している他の隊員の生命又
は身体を防衛するためやむを得ない必要があると認める相当の理由がある
場合には,そ の事態に応 じ合理的に必要 と判断される限度で,当 該小型武
器を使用することができる。
となる。「4案」に比べて,「 当該業務」 を 「国際平和協力業務」,「者」 を
「他の隊員」 と明確に した。なおかつ,「必要である」を 「やむを得ない必要
がある」と限定を強めたのである。
【武器使用の面的限定 ・その2】
続 く 「6案」では面的限定についての表現が再度改められる。
(武器の使用)
第24条 前条の規定によ り小型武器の貸与を受け,派 遣先国において
国際平和協力業務に従事する隊員は,自 己又は自己の所在する現場におい
て国際平和協力業務に従事する他の隊員の生命又は身体を防衛するためや
むを得ない必要があると認める相当の理由がある場合には,そ の事態に応
じ合理的に必要 と判断され る限度で,当 該小型武器を使用することができ
る。
すなわち,「5案 」では 「自己」が国際平和協力業務に従事 していない場
合,そ の付近にいる他の隊員 は守れないことになる。そこで 「6案」では,
「自己」が国際平和協力業務に従事 しているか否かにかかわらず,そ の 「所
在する現場」にいる他の隊員を守れることにした。
この 「6案」を第二部長が決裁 し,「現場において国際平和協力業務に従
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事する他の隊員」との箇所に 「判断を強いるのは酷」 と,部 長の意見が付 さ
れている。「他の隊員」が 「国際平和協力業務に従事」 してい るか どうかを
基準にして,武 器使用の可否を判断するのは困難だという意味であろう。ま
た,「 自己」については 「所在する」 として,従 事の有無は問わないのであ
るから,「他の隊員」 にだけそれを問うのは整合性に欠ける。
そこで,「現場において国際平和協力業務に従事する他の隊員」の部分は,
「現場 にある他の隊員」と改めるよう手書きで訂正が加え られている。9月
12日 付 「7案」ではそのとおりに直されている。すなわち,
(武器の使用)
第24条 前条の規定により小型武器の貸与を受け,派 遣先国 において
国際平和協力業務に従事する隊員は,自 己又は自己の所在する現場にある
他の隊員の生命又は身体を防衛するためやむを得ない必要があると認める
相当の理由がある場合には,そ の事態に応 じ合理的に必要 と判断される限
度で,当 該小型武器を使用することができる。
ところがさらに 「8案」では,こ の箇所が 「自己又は自己と共に現場 に所
在する他の隊員」 と表現が変わっている。
9月17日 付の確定された同条第1項 は以下のとおりである。
(武器の使用)
第24条 前条第1項 の規定により小型武器の貸与を受 け,派 遣先国に
おいて国際平和協力業務 に従事する隊員は,自 己又は自己と共に現場に所
在する他の隊員の生命又は身体を防衛するためやむを得ない必要があると
認める相当の理由がある場合には,そ の事態に応 じ合理的に必要 と判断さ
れる限度で,当 該小型武器を使用することができる。
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そして,こ の文言でPKO協 力法案は可決 ・成立 している。
一つ疑問に感 じるのは,武 器使用に関する条文案の最初から最後まで,内
閣法制局は武器使用を必要であると 「認める」主体がだれであるかについて,
一切問題に していないことである。のちの国会質疑ではこの点が衝かれ,海
部首相は 「判断するのは個々の隊員でございます」と答えている(衆 院本会
議 ・1991年9月24日)。
周知のとお り,1998年6月 のPKO協 力法改正で,武 器使用は個人判断か
ら上官の命令で行えるように改められた。変更の理由について,橋 本首相は
「派遣の経験のなかった当時の判断としてはやむ得ないものだった」(衆 院本
会議 ・1998年4月30日)と 説明 した。
さらに,テ ロ対策特別措置法での武器使用の規定(第12条)に 合わせて,
2001年12月 のPKO協 力法改正で,同 法第24条 は 「自己又は自己と共に現
場に所在する他の隊員若 しくはその職務を行 うに伴い自己の管理の下に入っ
た者」と変わり,武 器使用の面的範囲が拡大された。
【任務遂行 の妨 害排 除のための武 器使 用】
開示 された文書 には,PKO協 力法案 の法案審議記 録 の ほか に,1991年6
月 に外務省 がまとめた 「国連平和維持活動 の概要」 とい う資料 も含 まれてい
た。 これ には1948年6月 に設立 された 「国連休戦監 視機構(UNTSO)」 か
ら1991年4月 の 「国連 イラ ク ・ク ウェイ ト監 視 団(UNIKOM)」 ま で,20
の函連PKO活 動 のあ らま しが記載 され ている。
それ らに規定 されたPKFの 武器 使用の原則は,た とえ ば以 下 の とお りで
あ った(国 連 レバ ノ ン暫定軍UNIFIL;1978年3月19日～現在)。
7.武 器使用の原則(1978年3月19日 の事務 総長報告(S/12611)パ ラ
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4(d))
軍は,防 御的性格の武器を供与される。軍は自衛の場合以外武器を使用
してはな らない。自衛には安全保障理事会の委任のもとで,そ の責務を果
たすことを妨げようとする試みに対 し,実 力をもって対抗することも含ま
れる。
すでに 「国連サイプラス平和維持軍(UNFICYP;1964年3月27日～現
在)」 の派遣に際して,「兵員が武器使用を許される例」 として,「 指揮官 の
命令に基づ く兵員の任務遂行を実力により阻止 しようとする企ての場合」が
掲げられていた。すなわち,国 連PKOの 認識では,要 員の生命防護 ととも
にPKFの 任務遂行の妨害排除のためにも,武 器使用は可能とされていた。
一方,工 藤長官は前述のとおり,PKF参 加の条件として 「武器の使用 は,
我が国部隊の要員の生命等の防護,こ ういうものに必要な最小限の ものに限
られる」(衆 院予算委員会 ・1991年8月22日)と 国会答弁 を行 っていた。
PKFの 「任務遂行の妨害排除」のための武器使用は,武 力行使 にあたる可
能性が強いと考えたのである。㈱
そこで,「任務遂行の妨害排除」のための武器使用が行われ,そ れが 日本
の部隊と一体化するおそれが生 じたときは,独 自に撤収できることを担保す
る文言が必要とされた。
【「指図」で撤収を担保】.
その キーワー ドとなる 「指 図」 とい う用語 が法律案審議録 に登場するのは,
9月2日 付 「2案 の3」 以 降である。第7.条 第2項 として,
2本 部長は,国 際連合平和維持活動として実施される国際平和協力業
務に関 しては,当 該国際平和協力業務の対象である国際連合平和維持活動
(1051)299
政経論叢 第72巻第6号
が行われる派遣先国において事務総長の権限を行使する者が行う指図と異
ならない内容の実施要領を作成するものとする。
「指図」については 「指示?(ダ イレクション コマンド)」とメモが加え
られているにすぎない。なぜ 「指図」という言葉を用いたのか。のちの国会
論戦ではこれが大 きな争点となる。そこでの野村一成内閣審議官の説明は以
下のとおり。
「基本的には国連のいわゆるコマンドというのは,PKO活 動に参加 して
おります要員,部 隊を有機的に結びつけまして,一 体として機能させるた
めにその配置や移動等のオペレーションを行う権限であるというふ うに昨
日明確に答弁 させていただきました。そ して今御指摘の点,つ まり国際連
合の権限の内容 というのが,ま さに私 どもこの法案で規定 してお ります
「指図」 というのに該当するわけでございます。/さ らに補足させていた
だきますと,こ の国際連合の持 っております今申しましたオペ レーション
を行 う権限というのは,上 下関係あるいは命令服従のそういったいわゆる
指揮監督,国 内行政組織法上の指揮監督,そ ういう概念には合致 しないと
い うこと も申 し上 げま した。 そ うい う意 味で,混 乱 を避 けるた めに,こ の
法案 では国連の指揮 を 「指 図」 と呼 んでいるということを申 し上げました。」
衆 院国際平和協力等 に関す る特別委員会 ・1991年11月19日 。
また,「異ならない内容の実施要領を作成するものとする。」という書き方
は法律文 としてすわ りが悪い印象を与 える。 ちなみに,総 務省行政管理局
がウェブ上に提供 している 「法令データ提供システム」で,現 在通用してい
る全法令のなかで 「異な らない」 という文言を検索すると,わ ずか7件 しか
ヒットしない。その後,こ の条文には しばらく手が加えられないが,9月12
日付 「6案」で次のように変わる(「5案 」より,「国会 に対する報告」が第7
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条として挿入されたため,当 該規定は第8条 第2項 となる)。
2実 施要領は,国 際連合平和維持活動として実施 される国際平和協力
業務に関 しては,事 務総長又は派遣先国において事務総長の権限を行使す
る者が行 う指図と異ならない内容のものでなければな らない。
このうち 「と異な らない内容のものでなければならない」 について,「 原
案は文言一致まで求めているようによまれる」「真意は尊重にすぎぬ」 など
の意見が付され,「 に適合するように行うものとする」に書 き改めるよう指
示が書いてある。9月13日 付 「7案」ではそのとお りに書き直されている。
「適合する」「行 うものとする」ならば,「法令データ提供 システム」ではそ
れぞれ該当件数が1000件 を超えると表示される。
内閣法制局の真意としては,国 連司令官のコマンドを 「指図」とする一方,
本部長(首 相)と 隊員との間に国内行政組織法上の指揮監督権を設定するこ
とで,国 連司令官が 「任務遂行の妨害排除」のための武器使用を命 じたとき
に,隊 員はその 「指図」に従わず撤収できる法的根拠を設定 しようとしたの
である。(55)
これをさらに明確にす るために,9月12日 付 「8案」では,以 下のように
原案に手書きで書き加え られた(斜 字体下線の部分が内閣法制局による書き
足 しを示す。以下同じ)。
2実 施要領の作成及び変更は,国 際連合平和維持活動 として実施され
る国際平和協力業務に関しては,前 項:第6号 に規1産する事項に駕 する紛
を像 き,事 務総長又は派遣先国において事務総長の権限を行使する者が行
う指図に適合するように行 うものとする。
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そ して,こ の書 き足 し部分 に矢印で 「9/140K」 と記 されて い る。 「前項
第6号 」の規定 とは,停 戦合意が破 られるな どの場合 の 「国際平和協力業務」
か らの撤収 を定 めてい る。 この修正 を施 した9月15日 付 「9案 」 で は,こ
の条文 の上方欄外 に 「9/15吉 沢1部 長 要求 ソー リ要求」 とあ り,以 下の
ように手書 きでの訂正 が加え られている。
2実 施要領の作成及び変更は,国 際連合平和維持活動 として実施 され
る国際平和協力業務に関しては,〔前項第6号 に規定する事項 に関 し本部
憂が必要 と認める場合を除き,〕事務総長又は派遣先国において事務総長
の権限を行使する者が行 う指図に適合するように行うものとする。
首相の関与が明文化された。そして最終の案文はこれで確定した。ただし,
成立 した条文では,「規定する」が 「掲 げる」に訂正されている。
むす びにかえて
内閣法制局の仕事は新聞社や出版社に置かれている校閲部に似ている。校
閲部の役割はもちろん,文 字や表記の誤 りを事前にチェックし,正 しい文章
を読者 に提供することである。 しか し,活 字メディアが巨大であればあるほ
ど,そ この校閲部は本来の役割分担を乗 りこえて,「内な る憲兵」 として言
論規制の機能を果たしているという。㈹ 書いた記事について担当の編集者が
了解 して も,校 閲部が通 して くれなければ,そ の記事 は日の 目を見ない。
「校閲の規定」 という大義名分 によって,自 由な表現が圧殺される。
校閲部自体は小さな部署にすぎない。 しかし,小 さいだけに確実に 「校閲
の規定」が伝承され,言 論規制を行 うことができる。 ここでは 「小ささ」が
パワーとなっている。
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同 じことが内閣法制局について も当てはまるのではないか。本来の役割は
法案の形式を整え,正 確な法文を国民に示すことである。 ところが,実 際に
は 「法体系の整合性」を盾に,そ の範囲内でしか政策選択を認めない。「論
理の積み重ね」を重視するあまり,解 釈の複数性に否定的である。 そして,
小さな機関であるために,審 査 ・解釈の基準はまった くぶれることなく受け
継がれてい く。
とりわけ,解 釈権の独占について阪田雅裕内閣法制次長は,「 われわれは
意見を述べる立場だが,法 令の解釈は,政 策判断のように,い くつかの選択
肢のどれを取 りますかということではなく,憲 法の趣 旨等を踏まえると,こ
のように解釈されますと。」(57,と述べている。
前述のPKO協 力法案の審議記録には,審 査の初期の段階では両論併記 さ
れた条文がいくつかあった〔田)。内閣法制局 とのやり取 りを通 じて,そ れは一
つの条文に整え られた。とはいえ,両 論併記のまま,そ の決着を立法府に委
ねることはできないのか。すべて解釈を 「客観的に一義的に正 しく確定」で
きるとする考え方には若干の違和感を覚える。
一方,各 省庁からみれば,内 閣法制局という組織的関門は政策立案への意
欲を自己規制させるばか りか,実 は都合のいい方便にもなる。すなわち,各
省庁は内閣法制局の審査が通 らないことを口実に,省 益を侵すような新規立
法を先送 りすることができる。立法の不作為を正当化できるのである。両者
は リスクを回避する点で実はもたれ合 っているのではないか。
たとえば,国 土交通省が準備 している道路関係4公 団の民営化についての
法案は,政 府の 「道路関係四公団民営化推進委員会」 の最終報告(「 意見
書」/2002年12月6日)を ほとんど反映 していないものだという。 高速道
路の建設に関する基幹的な法律は変えずに,民 営化会社の意向を考慮するこ
となく,国 主導で建設する仕組みを存続させる。 こうした法案について,国
交省は 「すでに内閣法制局との協議に入っている。」(59)
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関連 して,同 省の佐藤信秋道路局長による 「国会に通るような法案を出さ
なくてはならない」 との談話 も伝わっ・ている㈹。形だけの民営化に収めるア
リバイに,内 閣法制局の審査が持ち出されるのではあるまいか。
往々にして,各 省庁が敬遠 したがる新規立法は,時 代が求める政策需要に
応えるものである。内閣法制局の 「頑迷 さ」にかこつけて国民の政策ニーズ
が立法化されないとしたら,そ れこそ政策形成過程の機能不全といわざるを
得ない。(61)
《注》
(1)本 稿は,2003年 度日本政治学会 ・研究会/分 科会A「 民主主義の機能不全」
における報告原稿 「内閣法制局による法案審査過程 ～テーマ 「政策形成過程
の機能不全」に代えて」に加筆 ・訂正を施 したものである。
(2)内 閣法制局に類似する外国の機関の例として,イ ギリスは大蔵省に議会法律
顧問局を置いている。ほとんどの政府提出法案はここで起草され,「 法案 の技
術的な形式と表現に責任を有し,ま た各省による成文法規の起草にある程度の
諮問的な影響力をもっている」といわれる。ウォークランド,田 口富久治他訳
「イギ リスの立法過程』(未 来社,1973年)102頁 。
フランスには,コ ンセイユ ・デタ(国 務院)と いう機関があり,政 府提出法
律案の審査あるいは法律問題に関する解釈の提示などを行 っている。 ドイツで
は,連 邦法務省第四局が政府提出法案の審査,憲 法解釈等に携わっている。ま
た,イ タリアで同様の審査あるいは法令の解釈等を担 っているのは,首 相府法
制局とよばれる機関である。一方,近 隣諸国の例として,中 国の国務院法制弁
公室,韓 国の法制処等も内閣法制局と同様の事務を処理 していると考えられる。
(2003年5月15日 開催の衆院憲法調査会統治機構のあり方 に関する調査小委
員会に,参 考人として出席 した津野修前内閣法制局長官の発言による)
.(3)過 去5年 間の通常国会における法案の提出 ・成立状況(継 続審査を除く)は
以下のとお り。ただし,★ は当該同次での全提出件数中の内閣提出法案の比率
☆は当該同次での全成立件数中の内閣提出法案の比率。
第145回 内 閣 提 出法 案 提 出124成 立110成 立 率88.7%
(1999⊥19-8.13)議員 立 法 提 出60成 立7成 立 率14.0%
★67.4%☆85.9%
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第147回 内 閣 提 出 法 案 提 出97成 立90成 立 率92.8%
(2000.1.20-6.2)議員 立 法 提 出55成 立19成 立 率34.f%
★63.8%☆82.6%
第151回 内 閣提 出法 案 提 出99成 立92成 立 率92.9%
(2001.1.31-6.29)議員 立 法 提 出86成 立18成 立 率20.f%
★53.5%☆83.6%
第154回 内 閣 提 出法 案 提 出104成 立88成 立 率84.6%
(2002⊥21-7.31)議員 立 法 提 出69成 立13成 立 率18.8%
★60,1%☆87.1%
第156回 内 閣 提 出 法 案 提 出121成 立118成 立率97.5%
(2003⊥20-7.28)議員 立 法 提 出69成 立14成 立率20.3%
★63.i%☆89.4%
(4)櫻 井よしこ・竹中平蔵 「内閣法制局こそ違憲である」『Voice』2001年5月
号,48頁 。
(5)集 団的自衛権についての内閣法制局の確定 した見解は以下のとおり。
「国際法上,国 家は,集 団的自衛権,す なわち,自 国と密接な関係にある外
国に対する武力攻撃を,自 国が直接攻撃されていないにもかかわらず,実 力を
もつて阻止する権利を有 しているものとされている。
我が国が,国 際法上,こ のような集団的自衛権を有 していることは,主 権国
家である以上,当 然であるが,憲 法第九条の下において許容されている自衛権
の行使は,我 が国を防衛するため必要量小限度の範囲にとどまるべきものであ
ると解 しており,集 団的自衛権を行使することは,そ の範囲を超えるものであ
って,憲 法上許されないと考えている。」1981年5月29日 付政府答弁書(「 衆
議院議員稲葉誠一君提出 「憲法,国 際法と集団的自衛権」に関する質問に対す
る答弁書」)。
(6)た とえば,わ が国最大の発行部数を誇る 「読売新聞」は小泉政権成立以降,
「首相の リーダーシップ」で集団的自衛権行使へ踏み込めと社説でことあるご
とに説いている。その旨,社 説で取 り上 げられた 日付は以下め とおり。2001
年5月3日,9月20日,9月27日,9月28日,10月2日,10月6日,10月
14日,11月13日,2002年1月1日,1月7日,3月11日,5月3日,2003
年1月1日,1月6日,4月23日,5月3日,8月27日,9月2日,そ して
2004年1月1日 。加えて,読 売傘下の 「中央公論』 は2003年9月 号で 「"憲
法の番人"内 閣法制局を解剖する」という特集を組んでいる。
また,福 田康夫内閣官房長官は2003年5月22日 の参院武力攻撃事態への対
処に関する特別委員会で,集 団的自衛権の行使について 「内閣としてもこれか
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ら判断をするときが来るのかなというふうに思います。いつの内閣になるか分
か りませんけれどもね0し かし,そ ういう時期の早からんことを祈ってお りま
す」と答弁 している。
(7)内 閣法制局百年史編集委員会 『内閣法制局百年史」(内 閣法制局,1985年)
222頁 。
(8)こ のやり方はすでに19世 紀末からとられていた。すなわち,文 官高等試験
の実施(第1回 は1894年10月)と ともに,法 制局は他省が採用 した高文合格
者を参事官ポス トに出向させるようになった。拙稿 「戦前期法制局研究序説」
明治大学 『政経論叢』第69巻 第2・3号(2000年)155-158頁 。
(9)弁 護士法第5条 は弁護士の資格の特例を定あてお り,司 法修習を経ずに 「弁
護士 となる資格を有する」者として,そ の第2号 に 「内閣法制局参事官の職に
在った者」を掲げている。
(10)平 岡秀夫 「政府における内閣法制局の役割」北大 「法学論集」第46巻 第6
号(1996年)350頁 。
(11)拙 著 「立法の中枢 知 られざる官庁 ・新内閣法制局』(五 月書房,2002年)
29-32頁 。
(12)茂 串復元内閣法制局長官は現職時のインタ ビューで,参 事官 に必要なのは
「柔軟性」とその上に 「体力」だと答えている。茂串俊 ・五代利矢子 「対談
正確で分か りやすい法令づ くりを」「時の動き』1984年2月1日 号,13頁 。
(13)内 閣法制局百年史編集委員会,前 掲書,233頁 。
(14)中 村明 「戦後政治にゆれた憲法九条 第2版 』(中 央経済社,2001`年)30-31
頁。
(15)同 上,31頁 。
(16)長 谷川慶太郎 ・植草一秀 「これからの日本経済』(1993年,学 研)63頁 。
(17)増 島俊之 「行政手続法立案実務担当者の制度立法化をめ ぐる判断」 「公報研
究』第56号(1994年)183頁 。
(18)茂 串 ・五代,前 掲対談,8頁 。
(19)「 内閣法制局 虚像と実像 ・8」「読売新聞』1997年8月9日 。
(20)櫻 井 ・竹中,前 掲対談,48頁 。
(21)「 内閣法制局 虚像と実像 ・4」「読売新聞』1997年7月29日 。
(22)開 示された法案審査資料には,「 リゾー ト」を取り上げた以下の新聞記事の
コピーが含まれていた。「リゾー ト整備構想目白押 し」 「日本経済新聞』1986
年10月15日,「 〈社説〉大型 リゾー ト構想と地方」「同』1986年ll月5日,
「リゾー ト開発続々」『同」1986年11月25日,「 県 ぐるみのリゾー ト構想 も」
「読売新聞』1987年1月9日,「 開発へ国の"お 墨付き"に 名乗 り」「朝日新聞」
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1987年1月14日 。
(23)「 内閣法制局 虚像と実像 ・番外編 大森長官に聞 く」『読売新聞』1997年
10月12日 。
(24)大 森政輔 「私の職務報告(2)」 『法の苑』38号(2001年9月)3頁 。
(25)増 島,前 掲論文,182頁 。
(26)香 川保一 「法制局審i査の想い出」内閣法制局'百年史編集委員会 『内閣法制局
の回想』(内 閣法制局,1985年)452頁 。
(27)こ れについて,元 キャリア官僚で25歳 で退職 した林雄介は,次 のような事
実を紹介している。
「法制局は,財 務省の裏の合同庁舎にあるので,通 常は,財 務省を通 ってい
く。その時に,参 事官と法制局のノンキャリア事務官の方が飲まれるお茶を自
動販売機で買 って持ってい く。/要 するに,つ け届けである。/し か し,経 済
産業省出身の参事官は,こ の手の差 し入れを絶対に受け取 らないのだ。数年前
は,法 律案の審査をしてもらうために寿司の出前をとった り,フ ランス料理で
接待 したこともあったらしい。/驚 くべきことに,K省 にはつけ届けの仕方
のマニュアルさえ存在していたのである。僕は,各 省庁の国会や法律作成のマ
ニュアルを集めていたが,そ こには,/「 参事官のその日の体調を考え,そ の
つど昼食は何がいいかお伺いするのが親切である」/と 書かれていた…。/ま
た,日 本で一番高いフランス料理を食べないと法律を審査できないと言った参
事官 もいる。ちなみにそうした費用は,担 当課が所管する業界の真心を浄財と
して利用させていただいている(い まはやっていない,念 のため)。」(ゴ チ ッ
ク,傍 線は原文のまま。/は 改行,… は中略を示す)林 雄介 『霞ケ関の掟 官
僚の舞i台裏』(日 本文芸社,2003年)185-18E頁 。
(28)平 岡,前 掲論文,348頁 。
(29)「 内閣法制局 虚像と実像 ・4」『読売新聞」1997年7月29日 。
(30)後 藤田正晴 『政と官」(講 談社,1994年)124頁 。
(31)「 内閣法制局 実像と虚像 ・番外編 大森長官に聞 く」『読売新聞』1997年
10月12日 。
(32)「 【阪田雅裕内閣法制次長インタビュー】「解釈改憲」で対応するには無理が
ある」前掲 「特集"憲 法の番人"内 閣法制局を解剖する」125頁 。
(33)国 正武重 「湾岸戦争という転回点』(岩 波書店,1999年)234頁 。
(34)こ れについて小沢は著書で次のように述べている。「私は現在の憲法でも,
自衛隊を国連待機軍として国連に提供 し,海 外の現地で活動させることができ
ると考えている。その活動はすべて国連の方針に基づき,国 連の指揮で行われ
るのであり,国 権の発動ではないからだ。」小沢一郎 『日本改造計画』(講談社,
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1993年)122頁 。
(35)国 正,前 掲書,160頁 。
(36)朝 日新聞 「湾岸危機」 取材班 「湾岸戦争 と日本」(朝 日新聞社,1991年)
158-15f頁 。
(37)同 上,21頁 。
(38)『 朝 日新聞』1991年2月5日 。
(39)国 正,前 掲書,250頁 。
(40)こ の特例政令が抱える委任立法の法律適合性の問題については,奥 平康弘
「憲法以前の憲法問題」「世界』1991年4月 号,お よび村 田尚紀 「湾岸危機 ・
戦争 と民主主義」『法律時報』第63巻 第12号(1991年)が ある。
(41)片 岡寛光 『内閣の機能 と補佐機構』(成 文堂,1982年)258頁 。
(42)「 内閣法制局 虚像と実像 ・12」『読売新聞』1997年8月15日 。
(43)1991年2月4日 の予算委員会での増岡博之衆院議員の発言。
(44)そ の最たるものは,1985年8月15日 に中曽根首相が靖国神社への公式参拝
を強行 した際の内閣法制局の対応である。「公式参拝までの準備に費や した作
業は言語を絶する量に達 し…100問 を超える想定問答を作成」 し,参 拝後の国
会対応 もまた 「言語を絶する」 レベルであり,衆 参各内閣委員会の閉会中審査
での質疑には,当 時の茂串俊内閣法制局長官は 「2,3時 間の睡眠のみ」 で答
弁に当たったという。大森政輔 「私の職務報告(1)」 『法の苑』37号(2001年
3月)9頁 。
(45)第9条 第6項 の 「第四項の規定に従い」が 「第四項の規定に基づいて」に,
第24条 第2項 の 「海上保安官等」が 「海上保安庁の職員」に改められた。
(46)内 閣法制局参事官には,検 事との併任者が宮崎を含めて現在5名 いる。「併
任」は履歴上の形式的なもので,職 務内容は 「専任」の参事官と変わらない。
(47)大 森政輔元内閣法制局長官は,こ の総務主幹 というポス トについて 「各省の
官房長に相当する官職ですが,総 数七十数名の小世帯であり,他 省庁との折衝
事が多 くあるわけではないから,そ の官職 自体は閑職であり,部 長職への待機
ポス トといえるものでした」と述べている。大森,前 掲 「私の職務報告(1)」3
頁。
(48)よ りくわしくいえば,内 閣法制局参事官経験者のうち,総 務主幹をはじめと
する内閣法制局の幹部ポス トに着任できるのは,法 務(検 事併任者),旧 大蔵,
旧通産,農 水,旧 自治出身者に限 られてきた。 このうち,次 長,長 官まで上り
つめることができるのは,農 水を除く4省 出身者のみであった。
(49)「 毎日新聞』1991年8月23日 。
(50)「 朝日新聞』1991年8月23日 。
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(51)『 朝 日新聞』1991年9月19日 夕刊。
(52)2001年12月29日 付 「産経新聞』 に,津 野修内閣法制局長官のインタビュー
が掲載された。そこで津野長官は憲法9条 解釈の変更に言及 し,「 自由に変更
できるという性質のものではなく定着もしている。そうした点からは慎重にな
るべきで極めて難 しい問題だ」 と述べた。同紙はこれについて,「 「きわめて困
難」といいなが らも 「慎重」に対応すれば,解 釈の変更は可能と読あなくはな
い」と解説 している。折から,ア ー ミテージ米国務副長官の集団的自衛権をめ
ぐる内閣法制局の解釈批判が伝えられている(「朝 日新聞』2003年9月10日
夕刊)。 よもや,解 釈変更への高まる圧力に抗 しきれない場合を見越 して,布
石を打ったわけではあるまい。
(53)『 毎日新聞』1991年8月17日,8月25日 。
(54)す でに国連平和協力法案作成の際,工 藤長官は外務省 ・防衛庁 に対 して,
「任務妨害に対する武器使用は,軍 事的組織に対する自衛隊の組織的武器使用
につながり,武 力行使にあたる可能性が強いから容認できない」と主張してい
た。「内閣法制局 実像と虚像 ・16」「読売新聞」1991年8月31日 。
(55)中 村,前 掲書,252頁 。
(56)呉 智英 「メディア規制に猛反発 した大新聞よ 内なる 「憲兵=校 閲部」 の規
制を問い直せ」『サピオ』2003年7月9日 号,22頁 。
(57)前 掲 「阪田雅裕内閣法制次長インタビュー」124頁 。
(58)た とえば,9月4日 付 「3案」では,第8条(国 際平和協力業務の実施)第2
項と第12条(船 舶及び航空機の乗組員たる海上保安庁の職員等への協力隊へ
の派遣)で,そ れぞれ二つの案文が示 されている。
(59)『 朝日新聞』2003年9月13日 。
(60)『 朝日新聞』2003年9月17日 。
(61)ち なみに司法制度改革は,こ れまでの行政による事前チェック中心の利益調
整 システムを,事 後的な司法システムへと変換 しようとするものである。この
カルチャーが法文化として定着するとき,内 閣法制局と各省庁の関係 も変わっ
ていくのではないだろうか。司法制度改革は意外に思わぬ効果をもたらすかも
しれない。
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